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平成 29 年 5 月 26 日

各 位

当社子会社における「不動産管理信託」の取扱開始について

当社グループの株式会社新銀行東京（代表取締役社長執行役員：常久秀紀、以下：新銀行東京）では、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第３条にもとづき、「不動産管理信託」を信託業務に追加す

る「業務の種類及び方法書」の変更の認可を金融庁より取得しましたのでお知らせいたします。

記

１．認可取得の目的

新銀行東京では、これまで、信託機能を活用し、東京都をはじめとした地方公共団体等が発注する公共

工事を受注する建設業者の皆さまの資金繰りニーズにお応えするために、公共工事の進捗状況（出来高）

に応じて工事代金債権を流動化する公共工事代金債権信託のサービスをご提供してまいりました。

当社グループの主な営業基盤であります東京圏では、２０２０年（平成３２年）東京オリンピック・パ

ラリンピックの開催に向け不動産市場の活性化が見込まれております。当社グループでは、多様なチャネ

ルを活用した企業相談機能の強化を図っており、中小企業の不動産管理・資産流動化に関するご相談も増

加しています。こうしたニーズに対応すべく、新銀行東京において、今般、信託業務に「不動産管理信託」

を追加いたしました。

２．「不動産管理信託」のメリット

・不動産を信託受益権化し第三者に譲渡することで、オフバランス効果による財務指標の改善

・不動産を信託受益権化することによる資金調達手段の多様化

・不動産所有に関する事務をアウトソースすることによって、事務負担等の軽減効果

従来の貸出によるご支援にこうした信託機能を加え、中小企業のお客さまにワンストップできめ

細かく迅速なサービスのご提供が可能となります。

３.取扱い開始日

平成２９年６月１日（木）

当社グループでは、お客さま本位の営業体制を更に発展させ、お客さまの課題や要望への対応力を高

めるため、専門的で高度なコンサルティング活動の取組みを更に深化させて、質の高い金融仲介機能を

発揮させていくことが、顧客基盤の安定と収益の確保に繋がり、お客さま・地域社会・当社グループが

共に発展・成長を続けるビジネスモデルになるものと考えております。貸出・信託・コンサルティング

などのグループの機能が融合した取組みを強化し、お客さまに総合的な金融サービスをご提供してま

いります。
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４．スキーム例

以 上

【本件に関するお問い合わせ先】

東京ＴＹフィナンシャルグループ 経営企画部
新銀 行東京  経 営 企 画 部 TEL 03-6302-3598


